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１．ご指摘事項の論点について(1) 2 

○『「受⼊地点から払出地点へ当社の維持及び運⽤する導管で接続されており、かつ
払出地点の圧⼒が受⼊地点の圧⼒よりも低いか⼜は同等であること。」との記述
がなされており、ガスの実流⽅向の託送供給しか認められておらず、広域的な競争
が実現しないおそれがある。』とご指摘いただいた。 

これを実現するためには、各供給区域で託送供給を行う導管事業者が、ご指摘いただいた
「低位圧⼒で受⼊れ、高位圧⼒で払い出す託送供給」に加え、「実流とは逆向きのため
実注⼊行為ができない場合でも、注⼊行為があったとみなす託送供給」という、従来想
定していなかった（注）新たな託送供給を実現することが必要と認識。 

（出典：第１６回料金審査専門会合 資料５） 

（注）改正ガス事業法第２条第４項（ガス事業法第２条12項）において、 「託送供給は、ガスを供給する事業を営む他の者から導管によりガスを受け⼊れ
た者が、同時に、その受け⼊れた場所以外の場所において、（中略）当該他の者に対して、導管によりガスの供給を行うこと。」とされているため、「受け⼊
れ」とは各供給区域に実注⼊行為が必要と解釈していた。 



弁体

ダイヤフラム

弁体 一次側

二次側

＜参考＞ガスの流れについて 3 

ガバナ ガバナ 

高圧 中圧 低圧 

高圧導管
に注⼊ 

中圧導管
に注⼊ 

減圧 減圧 

 ガスの流れは圧力差によって生まれる。そのため、段階的に減圧し、逆流が発生しないネットワーク
構造がガスの特性。（下図グラフ赤線の通り、圧力が高位から低位に流れる。） 

 実際の逆流のためには、圧力も逆転させる必要があるが、供給設備は、圧力別に対応した仕様で
あるため、圧力逆転（例：低圧導管に中圧で注⼊）は不可。（グラフ：青線） 

 加えて、ガバナ自体も逆流を防ぐ構造となっている。（下イメージ図ご参照） 

圧力 

距離 

ガスの流れ 
通常 

逆流するための圧⼒ 

下流側の圧力の方が高い場合 

→バネが弁体を押し下げることができず 

→上流側と下流側を遮断（流れない） 下流側 上流側 

ガバナの仕組み 



１．ご指摘事項の論点について(2) 4 

  ②逆流みなし託送 ①   ） 

①Ｂ社連結託送約款の「圧⼒規定（受⼊圧⼒≧払出圧⼒）」による制約を
なくすこと。 

 （注）下図例では、[Ａ社]：受⼊③（高圧）＞払出④（低圧）、[Ｃ社]：受⼊①（高圧）＞払出②（中圧）では、圧⼒規定の問題は生じない。 

②A社内においてガスを実注⼊しない小売事業者（③→④）とA社内で 
ガスを実注⼊する小売事業者（⑤LNG基地→④）のいずれにも対応可能
な一般化された託送供給条件等を整えること。 

（注）第16回料金審査専門会合 資料５を加工したもの。 

A社 
B社 

 
C社 

LNG基地 
[高圧] 

LNG基地 
[高圧] 

※実流とは逆向きのため、 
  実払出はなく「みなし払出」 
   となる。 

B－C 
連結点 
[中圧] 

実流 実流 

５ 

３ ２ 

４ 

みなし供給⼒ 
（実流0） 

需要[低圧] 

○下図の例（①から④の連続する託送供給）を⽤いて具体化すると、以下の２つが論点となる。 

１ 

①圧⼒の逆転 
（受⼊圧②＜払出圧③※） 

A-B 
連結点 
[高圧] 

②導管の連結点において 
 ガスの注⼊があったとする  
 「みなし」による託送供給 
（以下、「逆流みなし」という。） 



１．ご指摘事項の論点について(3) 5 

○「大手、中小間のみならず、より広域的に、複数のエリアをまたいだ競争が出来
る、小売及び連結託送約款となっている必要がある。」とご要望いただいた。 

（出典：第１６回料金審査専門会合 資料５） 

この実現のためには、今般の認可申請を行った一般ガス導管事業者１２７社
および一般ガス導管事業者と連結されている全ての特定ガス導管事業者（本
年10月末までに今般の制度改正を反映して届出）が、現行の託送約款に規
定している圧⼒規定を撤廃し、かつ逆流みなしを可能とする一般化された託送
供給条件等を検討する必要があると認識。 



２．検討にあたっての課題認識 6 

 従来、安定供給のための適切な設備形成を担保する視点から圧力規定を設定してきたが、 

今般、広域競争を促進するシステム改革の⽅向性や小売事業者からのニーズを考慮し、 

 「圧⼒規定」の削除に向けて検討しているところ。 

 他方、仮に低圧・中圧導管への注⼊が大幅に増加した場合、適切な設備形成にマイナス

影響を与える懸念がある。また、ネットワークの圧力維持を担う製造設備の昇圧に係る負荷

を特定の事業者に偏らせることとなれば、小売事業者間の不公平は否めない。 

圧⼒規定 

逆流みなし 

 現在の託送供給約款は、自社の導管へ実際にガスが注⼊されることを前提としてきた。 

 現在、検討を進めているが、託送供給条件の見直し項目が非常に多く、かつ導管事業者

が単独で決定できない（小売事業者間の契約等の）課題の整理も必要な状況。 

 よって、認可申請中の127社および特定ガス導管事業者に適用可能な一般化されたルー

ルを適切に設定するためには、一定の時間を要する。 

 なお、順流に加えて逆流方向での託送供給が実現された場合、従来よりも事業者間精算

の対象となる、連結する導管事業者が増加することにより、結果として最終消費地の託送

料金が上昇する懸念もあることから、こうした観点での検証も併せてお願いしたい。 

 



逆流みなしを実現するための具体的課題例 
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３．具体的課題の概要 8 

課題  内容等 

(1)逆流時特有の事象 

 ① 「みなし供給力」の定義 

 ② 託送供給量の上限 

 ③ 小売事業者間の公正競争 

(2)託送供給実務 

 ① 調整指令 

 ② 同時同量 過不足精算ルール 

  （注⼊計画量－注⼊実績量の乖離） 

(3)小売供給および卸供給 

   への影響 

 ① 連結点の計量 

 ② 熱調設備・ＬＰＧ 

(4)その他 
 ① 連結点の時ガス 

 ② 事業者間精算の見直し（託送供給料金の再算定） 

• ガスの実流と逆向きに託送供給（逆流みなし）を実施する場合に解消する必
要があると考えられる託送供給制度上の諸課題は下記の通り。 



４．課題(1) 逆流みなし託送特有の事象① 「みなし供給⼒」の定義 

 ガスの実流とは逆向きの流れで託送供給(逆流みなし託送)を実施する場合、

２者の導管連結点では、実際にガスは流⼊しないため、導管A管内における小

売Yの供給⼒をどのように評価すべきかを整理する必要がある。 

• 小売Yが、導管A管内において、小売事業者登録する際は、直接的な供給⼒を有さない。 

• 小売Xが導管Aから導管Bにガスを送出している場合に限定すれば、小売Xの供給⼒と小売

Yの供給⼒を⼊れ替えることで、導管Aにおいて小売Yは供給⼒を有するとみなすことはでき

るが、小売Xのガス送出がなくなった場合は供給⼒がゼロとなる。 

導管A 導管B 

実流 

みなし供給⼒ 
（実流は０） 

Ｍ 

小売X 小売Y 

需要Z 
（小売Yが供給） 

連結点 

・ガスは導管Aから導管Bに流れているが、導管Bでガスを注⼊した小売Yの供給を、連結点
において注⼊したこととみなす必要がある。 

9 



＜逆流みなし託送の可能量の考え方（例）＞ 

導管能力（順）（200＋α） 

順流余⼒（α） 

逆流みなし余⼒ 
（170） 

順⽅向200 

卸契約 （順）（200） 
逆流みなし 
(30) 

逆方向30 

小売事業者⼜は卸事業者の
数量により変動 

４．課題(1) 逆流みなし託送特有の事象② 託送供給量の上限 

 逆流みなし託送の場合、実際は順⽅向で送出するガス量を減少させることで成立
するため、順⽅向に流すガス量（「卸契約」が多い）の変動に影響を受ける。 

• 順⽅向に流す卸取引量が減少した場合、逆流みなしの託送供給可能量も連動して減少させる必要が
あるため、逆流みなし託送を通じた小売供給自体の継続性が担保されない可能性がある。 

• また、順⽅向でのガス量の増減と逆⽅向でのガス量の増減の規模やタイミング等が異なる場合、供給
区域内での需給が一時的に崩れる可能性もあり、安定供給が確保できない。 

• 速やかな対応のためには、順流の卸契約の減少情報を早期に⼊手し、逆流みなし託送依頼者に提供
することが有効。しかし、非規制の卸契約の情報提供の義務付けは困難であり、また、仮に導管事業
者が情報⼊手できた場合でも、別の小売事業者である逆流みなし託送依頼者への伝達⽅法も課題。 
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４．課題(1) 逆流みなし託送特有の事象③小売事業者間の公正競争 

導管A 導管B 

実流 

Ｍ 

小売X 
（ＬＮＧ基地） 

小売Y 

連結点 

需要Ｚ 
（小売Yが供給） 

ここに小売Yはみなし供給⼒を有するが、
実流がないため上記義務の対象外となる。 

みなし供給力 
（実流は０） 

熱量測定等の
義務有 

 逆向きにガスを送出しているとみなされる小売Yに対して、導管A管内において
「法定の熱量測定・成分検査の実施」や、緊急時等に導管事業者から発する
「ガスの注⼊制限・中止指示」に対応させることができない。 

• 導管A管内に実際の供給⼒を保有している小売Xのみに対応を求めることとなり、イコールフッ

ティングの確保が課題となる。 

11 



４．課題(2) 託送供給の実務① 調整指令 

導管A 

調整指令 
調整指令 

供給区域A 
（導管A） 

供給区域B 
（導管B） 

実流 

Ｍ 

小売X 
（ＬＮＧ基地） 小売Y 

連結点 需要Ｚ 
（小売Yが供給） 

みなし供給力 

 供給区域Aの需給変動に応じて導管Aが調整指令を発動する場合、実質的

な供給⼒を有する小売Xのみに負担を偏らせる。 

• 小売Yのガスは供給区域Aに送出されておらず、導管Aと小売Yは需給調整契約を締結でき

ないため、小売Xは小売Yの需要分も含めて、自らの製造能⼒を供出することが必要となる。 

• 小売Xに単独で調整指令に対応するための製造能⼒を供出させることとなれば、導管Aが同

社の小売事業の拡大を制限することとなる可能性がある。 
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 導管Aに「みなし注⼊」されたガス量、および実測値に基づかない小売Xの導管
A（から導管Bへ）の「みなし払出」されたガス量の決定⽅法が課題。 

• 小売Yが逆流みなしにより導管Aに参⼊する場合、導管A管内の需要Yに対するガス注⼊量は実際
はゼロであるため、同時同量ルールを適用すると小売Yは常にガス注⼊不足となる。 

• 他⽅、小売Xは自らの需要に応じた注⼊(980)をしていても、導管A管内の小売Yの需要(30)に
振り替えられ、同時同量ルールを適用すると払出量が不足(200-170=30)になるとともに、導管
Bへの注⼊も同様に常に不足となる。そこで、「みなし」が必要。 

• さらに、導管Aと導管Bの需給変動は異なる動きをするため、小売Xと小売Yに発生する過不足精算
の原因を特定することは困難。 

導管A 導管B 

Y需要 
220 

X需要 
780 

(▲30） 

小売X 
980 

小売Y 
50 

Ｍ 

780 

170 

ガスの流れ 170 

 
30 

30 

30 
170 

30 

Y需要 
30 

30 

（論点） 
小売Yのみなし注⼊量 

（論点） 
小売Xのみなし払出量 

４．課題(2) 託送供給の実務② 同時同量 過不足精算(１/３） 13 

50 

払出 

注⼊ 

注⼊ 

780 

注⼊ 

払出 
30 

払出 

注⼊ 

払出 



【参考】 注⼊計画量－注⼊実績量の乖離 

出典：第２８回ガスシステム改革小委資料を基に作成 

注⼊計画乖離について 

• 逆流みなし託送では、供給区域BからAへの注⼊がないため、注⼊乖離に伴うペナ
ルティは課せられない。一⽅、区域Ａに供給⼒をもつ通常の託送では小売事業者
に注⼊乖離ペナルティが課せられる。 

• 安定供給上必要なペナルティ制度を維持しつつ、小売事業者の不公平を解消す
る⽅策の検討が必要。 
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供給区域Ａ 供給区域Ｂ 

Y需要 
220 

X需要 
780 

小売X 
980 

小売Ｙ 
50 

Ｍ 

780 

X 
170 

170 

50 

X‘ 
30 

Y’ 
30 

Ｙ需要 
30 

30 

（注）下図の数字は全て計画値。これらの実績値として、実測値および「みなし実績」値が必要。 

供給区域Aにおけるみなし実績の算定方法 評価 

案
１ 

計画と実績 
の乖離率を 
⽤いて算定 

注⼊実績（Y’） 
＝Ｙ’×連結点メーター実測値/計画値 
払出実績（X＋X‘） 
＝（X+X’）×連結点メーター実測値/計画値 

○：連結点メーターの計画値と実績値の
比率を小売Xと小売Yへ公平に適⽤。 

案
２ 

実測Ｙを 
⽤いて算定 

注⼊実績（Y‘）＝Ｙ需要メーター実測値 
払出実績（X‘）＝連結点メーター実測値＋Y’ 

×：小売Ｙの区域Ａの過不足がゼロとなり、
小売Xに偏らせる算定方法。 

X‘ 
30 

Ｙ’ 
30 

連結点メーター値 
170 

４．課題(2) 託送供給の実務② 同時同量 過不足精算(２/３） 

 実流と逆流みなしが混在する連結点メーターにおける「計画値」と「実績値」の
差の按分⽅法が課題。 

• 仮に、実測可能なＹ需要の実績値を、逆流みなしによる「みなし注⼊実績」とする⽅法(案２)
は、計画値と実績値の乖離分をすべて小売Xに偏らせて算定することとなる。 
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小売X 小売Ｙ
(参）

小売W
合計

払出計画量（各小売にとって正しい想定）① 980 30 30 1,040

（内）卸計画量 200 0 0 200

払出計画量（実際に提出した値） ①’ 975 30 30 1,035

払出計画量（NWにとって正しい値） ➀” 950 30 30 1,010

（内）卸計画量 170 0 0 170

注⼊計画量 ② 980 0 30 1,010

調整指令含む注⼊実績量（みなし除き） ③ 1,022 0 31 1,054

払出実績量（みなし除き） ④ 991 31 31 1,054

④÷①’ (101.7%) (104.0%) (104.0%) (101.8%)

調整指令含む注⼊実績量（みなし含み） ③’ 1,022 32 31 1,085

払出実績量（みなし含み） ④’ 1,023 31 31 1,085

④’÷①’ (104.9%) (104.0%) (104.0%) (104.9%)

当月過不足量 ⑤ -1 1 0 0

⑤÷④’ 0% 2% 1% 0

払出計画 払出実績 増加率 みなし実績

170 180 106% ー

200 ー ー 212

30 ー ー 32小売Ｙ 払出計画×増加率

備考

連結点ﾒｰﾀｰ値 ー

小売X 払出計画×増加率

払出実績と払出計画の乖離率

小売Ｙ注⼊乖離抑制のため③に小売Ｙの「みなし注⼊実績」追加

③’のみなし加算と平仄を合わせ、小売X＝④（みなし除き払出実績

量）991－連結ﾒｰﾀｰ値（実績）180＋みなし払出実績212

アローアンス（５％）の範囲内

備考

（区域Aの小売X需要＝780）

実際に提出した値。小売Xが本来のシェア比と異なる値。

実際には小売Ｙが区域Bで30注⼊するので、卸計画量は200→170

（小売X980→950、全体1040→1010）

本来なら1010を➀’比で按分するが、小売Ｙは区域Ａで実注⼊不可

のため、小売Ｙ＝０。

・需要増分（44）を注⼊計画量比（②）で按分して小売X,小売W

に調整指令を発出

・需給バランスするが、小売Ｙは払出実績はあるのに注⼊実績がないこと

となり、精算が必要な注⼊乖離が過大に

【参考】 問題となる実例① 

小売Xと小売Ｙが連
結点ﾒｰﾀｰ値に係る計
画値を正しく策定。 
→小売Xはペナルティ
単価支払を回避。 

（注）小売Xは区域Ａの払出計画を本来のシェア比と異なるものを提出したが、 
     連結点メーター値に係る計画を正しく策定。(小売X：200、小売Ｙ：30） 
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小売X 小売Ｙ
(参）

小売W
合計

払出計画量（各小売にとって正しい想定） ① 980 30 30 1,040

（内）卸計画量 200 0 0 200

払出計画量（実際に提出した値） ①’ 975 32 30 1,037

払出計画量（NWにとって正しい値） ➀” 950 30 30 1,010

（内）卸計画量 170 0 0 170

注⼊計画量 ② 980 0 30 1,010

調整指令含む注⼊実績量（みなし除き） ③ 1,022 0 31 1,054

払出実績量（みなし除き） ④ 991 31 31 1,054

④÷①’ (101.7%) (97.5%) (104.0%) (101.6%)

調整指令含む注⼊実績量（みなし含み） ③’ 1,022 34 31 1,088

払出実績量（みなし含み） ④’ 1,025 31 31 1,088

④’÷①’ (105.2%) (97.5%) (104.0%) (104.9%)

当月過不足量 ⑤ -3 3 0 0

⑤÷④’ 0% 9% 1% 0

払出計画 払出実績 増加率 みなし実績

168 180 107% ー

200 ー ー 214

32 ー ー 34小売Ｙ 払出計画×増加率

備考

連結点ﾒｰﾀｰ値 ー

小売X 払出計画×増加率

払出実績と払出計画の乖離率

小売Ｙ注⼊乖離抑制のため③に小売Ｙの「みなし注⼊実績」追加

③’のみなし加算と平仄を合わせ、小売X＝④（みなし除き払出実績

量）991－連結ﾒｰﾀｰ値（実績）180＋みなし払出実績214

小売Xがアローアンス（５％）を超過＝ペナルティ支払対象

備考

（区域Aの小売X需要＝780）

実際に提出した値。小売X、Ｙが本来のシェア比と異なる値。

実際には小売Ｙが区域Bで30注⼊するので、卸計画量は200→

170（小売X980→950、全体1040→1010）

本来なら1010を➀’比で按分するが、小売Ｙは区域Ａで実注⼊不

可のため、小売Ｙ＝０。

・需要増分（44）を注⼊計画量比（②）で按分して小売X,小売

Wに調整指令を発出

・需給バランスするが、小売Ｙは払出実績はあるのに注⼊実績がない

こととなり、精算が必要な注⼊乖離が過大に

小売Yが連結点ﾒｰﾀｰ
値に係る計画値を
誤って策定。 
→小売Xはペナルティ
単価支払の判定。 

（注）小売Xと小売Ｙともに区域Ａの払出計画を本来のシェア比と異なるものを提出。 
     その結果、連結点メーター値に係る小売Ｙの計画が誤り。(小売X：200、小売Ｙ：32） 

【参考】 問題となる実例② 17 



４．課題(2) 託送供給の実務② 同時同量 過不足精算(３/３） 
18 

みなし 
注⼊実績 

みなし 
払出実績 

小売X 小売Y 
＝逆流みなし 
起因者 

注⼊ 
実績 

払出 
実績 

払出 
計画 

注⼊ 
実績 

払出 
実績 

払出 
計画 

ペナルティ単価適用の判定基準とな
る払出計画-実績の乖離に一部「み
なし払出実績」を適用 

 新たな同時同量ルールでは、逆流みなし託送の依頼者ではない小売事業者が、

逆流みなし託送分の数量により過不足精算の起因者（ペナルティが課せられる）

となる可能性がある。 

• 逆流みなしの当事者ではない小売Xの「払出量実績」に、小売Yの逆流みなしに起因する「みなし

払出量実績」が含まれることとなり、小売Xが過不足精算でのペナルティを課される可能性がある

ため、逆流みなし託送供給における同時同量ルールの見直しが必要となる。 



【参考】メーター計量値の按分 
19 

順流の場合 

Ｍ 

200 
（実績値） 

逆流みなしの場合 

 順流の場合、ガスメーターに基づく実績値は同じ向きに流れるガス量を公平に按分した「みなし払出実
績」の「合算値」である。 

 一⽅、逆流の場合は前述（p15）の通り、小売Xの「みなし払出実績」と小売Yの「みなし注⼊実績」、
つまり双⽅向のガス量のみなし実績同士の「差し引き」がガスメーターに基づく実績値である。 

 同時同量ルールも踏まえて、当事者間の合意を得るためには納得感のある計算⽅法の検討が必要。 

小売Yの 
みなし払出実績 

小売Xの 
みなし払出実績 

小売Xの 
みなし払出実績 

小売Yの 
みなし注⼊実績 



４．課題(3) 小売・卸供給への影響① 連結点の計量 
20 

通常の卸供給 

小売X 小売Y Ｍ 

200 

卸契約 
メーター 
実績値 
２００ 

請求 

導管Ａが通知 

逆流みなし時の卸供給  

導管Ａが通知 

小売X 小売Y Ｍ 

170 

請求 
卸契約 
みなし 
実績値 
２００ 

卸供給 
卸供給 

30 

導管A 導管A 

 逆流みなしの場合、小売Xと小売Yで締結している卸供給契約においても、「ガス

メーター実績値」に代わって、「みなし払出量実績値」を適用する必要があるため、

小売X・小売Y・導管A・導管Bの４者合意が必要。 

• 「みなし払出量実績値」を卸料金算定にも用いる場合には、連結点メーター実績値の按分や演算の算

定ルールを当事者間で合意する必要がある。 

導管Aが連結点メーター
計量値・実績値を基に、
みなし実績値を算定 
（下流の導管Bと確認） 



４．課題(3) 小売・卸供給への影響② 熱量設備・ＬＰＧ  
21 

B社 
（卸先） 

C社 
（卸先） 

小売X 

連結点 
連結点 

実流 

２ ３ １ 

A社（特導） 
（卸元） 

B熱調設備 
LPG 

実流 

X熱調設備 
LPG 

30 １70 

30 

30？ 

30？ 

70 30？ 

需要X 
30 

• 上記の例の場合、当該逆流みなし託送利⽤者ではないＢ社の熱調数量が200から
170に減少した分を小売Ｘが熱調することになるため、その精算方法の合意が必要。
加えて、B社のLPG余剰が発生するため、その対処が必要。 

• また、熱調ガスを注⼊し、逆流みなしにより未熱調ガスを払い出す場合、熱量が異なる
ガス量を合わせるルールが必要。 

未熱調ガス導管 

 小売ＸがC社において熱調ガスを注⼊し、逆流みなし託送により特導Ａ社の未熱
調ガス導管から需要Ｘに払い出す場合、連結点②の実流が減少し、逆流みなし
託送利用者ではないＢ社の、熱調数量に影響する。 

みなし供給力 みなし供給力 



４．課題(4) 連結する導管事業者間の調整 連結点の時ガス 

• 連結託送供給では、連結点のガスメーター（上図Ｍ）においてガスの実流を計量し、「月間の払出ガス
量」と「時ガス量」を算定している。 

• 「月間の払出ガス量」は、前述の通り（p15、p19）、納得感のある算定方法の合意が必要。 
• 他方、「時ガス量」については、「連結点」と「導管A・導管Bのネットワーク内の需要場所」が物理的に離れ
ていることによる時間差などにより、単純に各々の需要場所の時ガス量の実績等で差し引きするルールでは、
公平性を担保できない。（家庭⽤等では時ガス実績を計測していない場合もある。） 

• そのため、個別の事情を踏まえて、導管AとB及び小売XとYの４者で合意した上で、時ガス量の算定ルー
ルを設定する必要がある。 

導管A 導管B 

実流 

Ｍ 

小売X 小売Y 

需要Ｚ 
（小売Yが供給） 

連結点 

22 

 逆流みなし託送時における「１時間当たりに流れるガスの流量（時ガス量）」の算
定ルールを設定する必要。 

みなし供給力 



23 
４．課題(5) その他 事業者間精算の見直し 

 逆流みなし託送時における連結託送供給の「起点」と「ルート」を決定し、追加的に

発生する事業者間精算費・収益について託送原価に反映する必要がある。 
• 今般の認可申請時に計上している事業者間精算費・収益の算定は、実流での託送供給を前提として
いるため、逆流みなし託送を措置する場合、追加的に事業者間精算費・収益の原価算⼊が必要。 

• その際、「起点」となる最上流事業者から下流に向かって、順次、各事業者の託送原価が確定していく
こととなるが、逆流みなし託送時における連結託送供給の「起点」や「ルート」の特定が必要。 

• 最終需要地のみで小売託送料金を支払う小売事業者は、連結託送の料金を特定負担する必要がな
く、最短ルートを考慮するインセンティブが働かないため、ルートの選択如何で、最終需要地の託送料
金が必要以上に変動する懸念がある。（また小売のルート変更の都度、変分改定が必要になる。） 
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A社(一導) 

Ｄ社(一導) 

LNG基地 

Ｂ社(一導) 

Ｅ社(一導) 

実流 

今後あり得る
逆流みなし 

Ｆ社（特導） 
C社(特導) LNG基地 

LNG基地 

○実例を踏まえた逆流みなしの 
         潜在的な可能性 

火⼒発電所 


